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第1章：インバウンド誘客に取り組む目的



3七尾市・中能登町の将来人口予測

第1章：インバウンド誘客に取り組む目的

◼ 石川県が発表している将来推計人口では、七尾市、中能登町は、石川県全体と比較して、人口減少率が高く

推移すると見込まれている。直近10年間（2013～2023年）の高齢化率も、七尾市、中能登町は、石川県

全体と比較して高く推移しており、人口減少と高齢化を前提として、各種施策を検討することが必要である。

◼ こうした状況において、観光による交流人口の拡大や域内消費の促進は、地域の活力を維持することに寄与する。

【出典】「石川県の将来推計人口（R5 国立社会保障・人口問題研究所推計）」

（令和6年1月 石川県県民文化スポーツ部統計情報室 発表）

【出典】「石川県の年齢別推計人口~令和5年10月1日現在~」

（令和6年2月 石川県県民文化スポーツ部統計情報室 発表）



4観光がもたらす経済効果（旅行消費額）

第1章：インバウンド誘客に取り組む目的

◼ 日本国内にもたらされた旅行消費額は、2024年は34.3兆円となり、コロナ前（2019年）よりも6.4兆円増加

している。観光がもたらす経済効果はコロナ前よりも高まっており、観光振興に取り組む意義は高まっている。

◼ 旅行消費額のなかでは、「日本人の国内宿泊旅行」と「訪日外国人旅行」による消費額が大きく伸びているが、

伸び率では訪日外国人旅行による消費額の方が高くなっており、インバウンド誘客に取り組む意義は高いといえる。

【出典】観光庁「旅行・観光消費動向調査」 【出典】観光庁「旅行・観光消費動向調査」



5観光がもたらす経済効果（経済波及効果）

第1章：インバウンド誘客に取り組む目的

◼ 旅行消費額がもたらす経済波及効果について、観光庁は、2023年の旅行消費額29.5兆円に対し、生産波及

効果が58.4兆円、530万人の雇用効果をもたらしていると推計している。

◼ また、2023年の訪日観光支出5.9兆円に対し、生産波及効果を12.2兆円、雇用効果を118万人と推計して

おり、訪日旅行消費がもたらす生産波及効果は、2016年と比較して約1.6倍と大きく成長している。

【出典】観光庁「旅行・観光産業の経済効果に関する調査研究（2023年版）」 【出典】観光庁「旅行・観光産業の経済効果に関する調査研究（2023年版）」



6訪日旅行市場に関する今後の見通し

第1章：インバウンド誘客に取り組む目的

◼ 国際旅行市場の今後の成長見通しについて、国連世界観光機関（UN Tourism）によるレポート（Tourism 

Towards 2030）では、2030年に国際観光客数は18億人まで拡大すると予測されている。また、2024年の

国際観光客数は14億4507万人と推計されており、コロナ前（2019年）と同水準まで回復している。

◼ 訪日外国人観光客についても、2024年は過去最高となる3687万人に達したほか、2025年についても1～6月

までの累計で過去最速で2000万人を超えるなど、国際旅行市場とともに拡大を続けている。

【出典】UN Tourism 「UNWTO Tourism Highlights 2016 Edition 日本語版」 【出典】日本政府観光局（JNTO）「訪日外客統計」



7国内旅行市場に関する今後の見通し

第1章：インバウンド誘客に取り組む目的

◼ 一方、2024年の日本人国内旅行者数は延べ5億3995万人（宿泊：2億9314万人、日帰り：2億4618

万人）で、2019年と比較して8.2%減少しており、ピーク時（2017年）の人数まで回復に至っていない。

◼ 2024年の日本人一人当たりの宿泊旅行・日帰り旅行の回数、宿泊数についても、2015年とほぼ横ばいの状態

であるため、一人当たりの消費単価を向上させる以外に、国内旅行市場の拡大は望めない状況にある。



8第1章のまとめ（ななお・なかのとDMOによるインバウンド戦略策定の重要性）

第1章：インバウンド誘客に取り組む目的

◼ 七尾市・中能登町では今後、人口減少と高齢化の更なる進行が予測されている。こうした状況において、観光に

よる交流人口の拡大や域内消費の促進は、七尾市・中能登町の活力を将来にわたって維持することに寄与する。

◼ 旅行消費額については、日本人の国内宿泊旅行による消費額も、訪日外国人旅行による消費額も、コロナ前と

比較して大きく伸びているが、伸び率で見た場合は訪日外国人旅行による消費額の方が大きい。また、訪日旅行

消費がもたらす生産波及効果はコロナ前と比較して大きく高まっており、インバウンドの誘客は、雇用創出を始めと

した高い経済効果を地域にもたらす。

◼ 訪日旅行市場は旅行者数・旅行消費額ともにコロナ前の水準を更新し今後もさらなる拡大が期待できる一方、

国内旅行市場は延べ旅行者数がコロナ前の水準を回復しておらず、一人当たりの宿泊旅行・日帰り旅行の回数

や宿泊数も2015年からほぼ横ばいの状態であるため、今後の成長が見込みづらい状況にある。

◼ 地域にもたらす経済波及効果や今後の市場の成長見込みを踏まえると、訪日外国人旅行者の需要を獲得する

ことによって域内の観光消費を促進し、訪日旅行消費による経済効果を地域にもたらすことは、七尾市・中能登

町の将来の活力維持にとって、極めて重要な施策であるといえる。

◼ 七尾市・中能登町が訪日旅行需要を獲得するには、七尾市・中能登町をマーケティング/マネジメントエリアとする

ななお・なかのとDMOが中核的な役割を果たす必要があるため、ななお・なかのとDMOにおいて、インバウンド誘客

に特化した戦略を策定することとしたい。



第2章：七尾市・中能登町におけるインバウンド

  誘客の現状



10全国におけるインバウンドの来訪状況

第2章：七尾市・中能登町におけるインバウンド誘客の現状

◼ 2024年の訪日外国人旅行者3687万人のうち、アジアからの来訪者は2906万人で、全体の78.8%を占めて

いる。韓国、台湾、香港からの旅行者数は過去最高となる一方、2019年と比較すると、東アジアからの来訪者

が占める割合は若干低下（70.1%→66.5%）している。

◼ 来訪者に占める割合が2019年比で増加しているのは、米国（5.4%→7.4%）、豪州（1.9%→2.5%）、

欧州主要6市場（4.0%→4.6%）で、コロナ前と比較すると、誘客市場の多角化が進んでいるといえる。

【出典】観光庁「令和２年版 観光白書」 【出典】観光庁「令和７年版 観光白書」



11石川県におけるインバウンドの来訪状況（2019年 宿泊旅行統計調査）

第2章：七尾市・中能登町におけるインバウンド誘客の現状

◼ 日本全国と石川県のインバウンドの来訪状況を比較すると、日本全国はアジアからの来訪者割合が約6割である

一方、石川県は欧米豪からの来訪者割合が高く、全体の1/4以上を占めている点が特徴的である。

◼ 国・地域別では、韓国、中国からの来訪者割合が日本全国と比較して低い一方、台湾、豪州、英国、フランス、

イタリア、スペインからの来訪者割合が日本全国と比較して高い傾向にある。

全国
（延べ宿泊者数：101,306,450人泊）

東アジア 59.2%（韓国9.6%、中国29.5%、台湾13.3%、香港6.9%）

東南アジア 11.2%（タイ3.6%、シンガポール2.4%など）

欧米豪 18.3%（米国7.2%、豪州3.0%、英国2.1%、フランス1.5%、イタリア0.9%、スペイン0.8%）

石川県
（延べ宿泊者数：926,770人泊）

東アジア 46.4%（韓国2.1%、中国11.8%、台湾23.1%、香港9.4%）

東南アジア 9.5%（タイ2.6%、シンガポール2.4%など）

欧米豪 26.1%（米国7.4%、豪州4.1%、英国3.2%、フランス3.0%、イタリア3.7%、スペイン1.9％）



12石川県におけるインバウンドの来訪状況（2024年 宿泊旅行統計調査）

第2章：七尾市・中能登町におけるインバウンド誘客の現状

◼ コロナ後（2024年）は、石川県を訪れる欧米豪からの来訪者がさらに増加し、来訪者割合は4割以上に達して

いる。欧米豪からの来訪者は全国でも増えているが、全国の中でも、石川県は特に増えている地域である。

◼ 国・地域別では、 米国、豪州、イタリア、フランス、英国、スペイン、ドイツの宿泊者数が2019年と比較して大きく

増加し、台湾や中国からの宿泊者数も増加している。一方、香港、タイからの宿泊者数は減少している。

東アジア 50.1%（韓国13.0%、中国18.2%、台湾13.3%、香港5.6%）

東南アジア 11.0%（タイ2.8%、シンガポール3.0%など）

欧米豪 23.8%（米国10.5%、豪州4.1%、英国2.0%、フランス1.6%、イタリア1.2%、スペイン1.0%）

全国
（延べ宿泊者数：138,527,580人泊）

東アジア 33.7%（韓国2.3%、中国9.0%、台湾18.3%、香港4.0%）

東南アジア 8.0%（タイ1.3%、シンガポール2.7%など）

欧米豪 41.2%（米国11.4%、豪州6.3%、英国4.0%、フランス4.8%、イタリア6.1%、スペイン3.6%）

石川県
（延べ宿泊者数：1,781,940人泊）



13石川県におけるインバウンドの来訪状況（2025年１～7月 宿泊旅行統計調査）

第2章：七尾市・中能登町におけるインバウンド誘客の現状

◼ 2025年（1～7月）は、石川県を訪れる中国・台湾からの来訪者が大きく増加したことにより、アジアからの来訪

割合が欧米豪からの来訪割合より大きくなっている。ただ、来訪者に占める欧米豪の割合は、全国と比較して引き

続き大きく、石川県は日本全国のなかでも欧米豪からの来訪者が占める割合が極めて高い地域といえる。

◼ 国・地域別では、中国、台湾以外に、シンガポール、英国からの来訪割合が2024年と比較して増加している。

東アジア 49.4%（韓国11.4%、中国21.1%、台湾12.8%、香港4.2%）

東南アジア 10.5%（タイ2.8%、シンガポール2.3%など）

欧米豪 25.4%（米国11.6%、豪州4.3%、英国2.1%、フランス1.5%、イタリア1.1%、スペイン1.0%）

全国
（延べ宿泊者数：90,495,720人泊）

東アジア 37.8%（韓国1.9%、中国12.5%、台湾19.9%、香港3.6%）

東南アジア 7.6%（タイ1.3%、シンガポール2.0%など）

欧米豪 37.8%（米国9.7%、豪州5.6%、英国4.4%、フランス3.8%、イタリア4.9%、スペイン3.6%）

石川県
（延べ宿泊者数：1,056,400人泊）



14七尾市におけるインバウンドの来訪状況（2019年度 モバイル空間統計データ）

第2章：七尾市・中能登町におけるインバウンド誘客の現状

◼ 携帯電話のローミングデータ（モバイル空間統計データ）を基に、2019年度に七尾市を訪れた外国人観光客を

分析すると、全ての季節で台湾・香港・中国からの来訪者が全体の7割以上を占めており、石川県の来訪状況と

は特徴が大きく異なることが分かる。

◼ また、中華圏（台湾・香港・中国）からの来訪者は、七尾市での宿泊率が全ての季節で概ね80％以上と多くの

観光客が宿泊している一方、韓国やタイからの来訪者は、宿泊率が概ね5～6割程度にとどまっている。

総数 宿泊 宿泊率 総数 宿泊 宿泊率 総数 宿泊 宿泊率 総数 宿泊 宿泊率

6758 5715 84.57% 5298 4072 76.86% 8873 7823 88.17% 3674 3102 84.43%

平均滞在日数 1.96 13245.7 *延べ旅行者数 平均滞在日数 1.96 10384.1 *延べ旅行者数 平均滞在日数 2.05 18189.7 *延べ旅行者数 平均滞在日数 2.07 7605.18 *延べ旅行者数

国・地域 占有率 国・地域 占有率 国・地域 占有率 国・地域 占有率

台湾 1930 1726 89.43% 28.56% 台湾 1943 1765 90.84% 36.67% 台湾 3736 3523 94.30% 42.11% 台湾 1486 1290 86.81% 40.45%

香港 2106 1972 93.64% 31.16% 香港 1024 822 80.27% 19.33% 香港 1551 1388 89.49% 17.48% 香港 931 832 89.37% 25.34%

中華人民共和国 752 662 88.03% 11.13% 中華人民共和国 845 643 76.09% 15.95% 中華人民共和国 1263 1164 92.16% 14.23% 中華人民共和国 506 435 85.97% 13.77%

アメリカ合衆国 518 403 77.80% 7.66% アメリカ合衆国 421 263 62.47% 7.95% アメリカ合衆国 433 364 84.06% 4.88% アメリカ合衆国 147 115 78.23% 4.00%

大韓民国 202 129 63.86% 2.99% 大韓民国 168 107 63.69% 3.17% 大韓民国 122 64 52.46% 1.37% 大韓民国 140 100 71.43% 3.81%

オーストラリア 184 119 64.67% 2.72% 0.00% オーストラリア 438 376 85.84% 4.94% 0.00%

0.00% タイ 130 2.45% タイ 312 166 53.21% 3.52% タイ 124 3.38%

0.00% イギリス 118 87 73.73% 2.23% イギリス 73 57 78.08% 0.82% 0.00%

フランス 93 1.38% 0.00% フランス 81 0.91% 0.00%

0.00% 0.00% ベトナム 313 275 87.86% 3.53% 0.00%

0.00% 0.00% シンガポール 173 137 79.19% 1.95% 0.00%

カナダ 152 2.25% 0.00% 0.00% 0.00%

スイス 33 0.49% 0.00% 0.00% 0.00%

ドイツ 61 0.90% 0.00% 0.00% 0.00%

その他 727 704 10.76% その他 649 385 12.25% その他 378 309 4.26% その他 340 330 9.25%

2019年4月-6月 2019年7月-9月 2019年10月-12月 2020年1月-3月

台湾

香港

中華人民共和国

アメリカ合衆国

大韓民国

オーストラリア

フランス
カナダ

スイス
ドイツ その他

台湾

香港

中華人民共和国

アメリカ合衆国

大韓民国

タイ

イギリス

その他

台湾

香港

中華人民共和国

アメリカ合衆国

大韓民国

オーストラリア

タイ
イギリス

フランス ベトナム

シンガポール
その他

台湾

香港

中華人民共和国

アメリカ合衆国

大韓民国

タイ

その他



15七尾市におけるインバウンドの来訪状況（2019年 和倉温泉の浴客数）

第2章：七尾市・中能登町におけるインバウンド誘客の現状

◼ また、2019年の和倉温泉の外国人浴客数は、台湾が全体の48.7%を占めており、香港（26.9%）、中国

（9.5%）を合わせると、中華圏が全体の約85％を占めている。

◼ 2019年の石川県のインバウンドの来訪状況では中華圏が占めている割合は37.1%であることから、和倉温泉の

浴客数に占める中華圏の割合は極めて高いといえる。モバイル空間統計データと同様、七尾市のインバウンドの来

訪状況と石川県全体（特に金沢市）のインバウンドの来訪状況との間に相関関係は見られない。



16七尾市におけるインバウンドの来訪状況（2025年度 和倉温泉の浴客数）

第2章：七尾市・中能登町におけるインバウンド誘客の現状

◼ 2025年度（4～9月）の和倉温泉の外国人浴客数は中国が最も多く、中華圏が全体の68.8%を占めている。

◼ 一方、2025年度の外国人浴客数は、2019年の同時期の外国人浴客数（15,084人）と比較して2.4%の

回復に留まる。現在は、和倉温泉の復興に合わせて、段階的にインバウンド誘客を再開している状況といえる。



17七尾市におけるインバウンドの来訪状況（2019年 観光案内所の相談件数）

第2章：七尾市・中能登町におけるインバウンド誘客の現状

◼ 2019年の七尾駅・和倉温泉駅の観光案内所の相談件数のうち、外国人による相談件数は約1割を占めており、

一定数のインバウンドが七尾市に来訪していることがうかがえる。

◼ 外国人による相談件数、相談件数に占める外国人の割合は、どちらも七尾駅より和倉温泉駅の方が多い。七尾

市中心部よりも和倉温泉周辺に多くの外国人観光客が来訪していることがうかがえる。



18七尾市におけるインバウンドの来訪状況（2025年 観光案内所相談件数）

第2章：七尾市・中能登町におけるインバウンド誘客の現状

◼ 2025年の七尾駅・和倉温泉駅の観光案内所の相談件数は、2019年の同時期と比較して56.2％、外国人に

よる相談件数も2019年の同時期と比較して50.0%に留まっている。全国では、コロナ前より観光需要が高まって

いる一方、七尾市・中能登町は能登半島地震などの影響により、観光需要が落ち込んでいる状況にあるといえる。

◼ 4～7月の外国人による相談（496件）では、台湾からの来訪者の相談数が最も多く、全体の2割を占めている。

アジアからの来訪者による相談が全体の6割以上を占める一方、米国・欧州からの来訪者の相談数も一定数あり、

欧米豪からの来訪者が一定数存在することがうかがえる。



19七尾市におけるインバウンドの来訪状況（2025年 能登デスクにおけるニーズ）

第2章：七尾市・中能登町におけるインバウンド誘客の現状

◼ 2025年4～9月に能登デスク（金沢駅構内にある能登の観光案内所）が対応した外国人観光客の問合せは

73件あり、そのうち7割以上は欧米豪の旅行者からの問合せであった。

◼ 国籍別では、米国、フランス、豪州、ドイツの旅行者が多い。2019年時点で七尾市・中能登町には欧米豪から

の来訪者は少なかったが、今後は、こうした国から七尾市に誘客できる可能性は広がっているといえる。



20第2章のまとめ（七尾市・中能登町におけるインバウンド誘客の特徴と今後の可能性）

第2章：七尾市・中能登町におけるインバウンド誘客の現状

◼ 2024年の日本全体のインバウンドは、アジアからの来訪者が全体の78.8%を占め、特に東アジアからの来訪者

が占める割合が全体の66.5%に達するなど、アジアからの誘客割合が非常に高い。一方、コロナ前と比較すると、

アジアからの来訪者以上に米国・豪州・欧州からの来訪者が大きく増加しており、コロナ前と比較すると誘客市場

の多角化が進んでいる状況にある。

◼ 石川県のインバウンドについては、欧米豪からの来訪者が占める割合が日本全体の傾向よりも非常に高く、コロナ

後においては、その傾向はさらに加速している。2024年に石川県を訪れた欧米豪からの来訪者は全体の41.2%

で、東アジアからの来訪者（全体の33.7%）を上回っている。

◼ 石川県（金沢市）には欧米豪からの旅行者が多く訪れている一方、七尾市、中能登町に来訪している外国人

観光客は中華圏（台湾・香港・中国）からが非常に多い。2019年度に七尾市を訪れた外国人観光客の7割

以上が中華圏であったほか、2019年の和倉温泉の浴客数は中華圏が全体の約85％を占めていた。

◼ 一方、観光案内所（能登デスク、七尾駅・和倉温泉駅の観光案内所）における応対記録では、欧米豪からの

旅行者の潜在的なニーズがあることや、欧米豪からの来訪者が一部存在することが確認されており、中華圏だけで

なく、欧米豪からも七尾市・中能登町に誘客できる可能性があることがうかがえる。

◼ 七尾市・中能登町のインバウンド復興に向けては、従来の顧客層である中華圏からの誘客回復を目指すとともに、

欧米豪からの旅行者を新たに獲得していく視点が重要であることが示唆される。



第3章：インバウンド誘客における

  ななお・なかのとDMOの観光ビジョン



22能登半島の復興に関する議論と目指すビジョン（石川県創造的復興プラン）

第3章：インバウンド誘客におけるななお・なかのとDMOの観光ビジョン

◼ 能登半島地震からの復興に向けて石川県が策定した「石川県創造的復興プラン」では、能登らしさを「絶景と豊

かな生命」、「自然と共生する人々のくらしと生業」、「地域が一つになる祭り」、「互いを思いやり支え合う人のつな

がり」と定義し、これからも能登らしくあるために創造的復興を成し遂げるとしている。

◼ 計画期間は、石川県成長戦略の目標年次である2032年度末までとし、短期（～2025年度末）、中期（～

2029年度末）、長期（～2032年度末）の３つに分けて、各種施策を展開することとしている。



23能登半島の観光復興に関する議論と目指すビジョン（能登観光未来会議）

第3章：インバウンド誘客におけるななお・なかのとDMOの観光ビジョン

◼ （一社）能登半島広域観光協会が主催し、能登９市町の観光事業者が参加する「能登観光未来会議」では、

能登半島が目指す観光地域づくりの将来像について、「里山里海の知恵や技術を活かし、能登の人々と来訪者

が出会い響き合う旅」とし、「里山里海の暮らしの継承」、「里山里海を体感する」など５つの基本方針を設定した。

◼ 計画期間は10年（2026年～2035年）とし、前期（2026年～2030年）と後期（2031年～2035年）

に分けて、基本方針に基づく各種施策を展開するとしている。



24七尾市の観光復興に関する議論・目指すビジョン（和倉温泉創造的復興まちづくり協議会）

第3章：インバウンド誘客におけるななお・なかのとDMOの観光ビジョン

◼ 和倉温泉の旅館経営者を中心とする「和倉温泉創造的復興まちづくり協議会」では、「能登の里山里海を“めぐ

るちから”に。和倉温泉」を復興ビジョンのコンセプトに設定し、景観・生業・共有・連携・生活・安全に関する基本

方針を策定するとともに、復興ビジョンをより具体的な取り組みに繋げるため、復興プランを策定している。

◼ 復興プランの具体化・実現化に向けては、6つの主なプロジェクトを推進することとしており、プロジェクト実現までの

ロードマップでは、「2025～2029年度」、「2030年度～」、「2035年度～」を実施期間として設定している。



25七尾市の観光復興に関する議論・目指すビジョン（一本杉通り振興会）

第3章：インバウンド誘客におけるななお・なかのとDMOの観光ビジョン

◼ 一本杉通りの商店主で構成される一本杉通り振興会が策定した「一本杉通りの復興方針」では、「四季と五感と

向う三軒両隣りを、ずっとずっと紡ぎ続ける一本杉通り」を目指す姿としている。

◼ 目指す姿を実現するための基本方針として、「いろんな『屋』のふだんの魅力とハレの日の魅力とを届ける」、「まちの

『復興』を外に開く」など５つを設定しており、地域の魅力を活かした行事を順次再開して持続させるといった観光

に関連した施策についても検討されている。



26世界のトレンドを踏まえた観光庁・JNTOの取組（サステナブル・ツーリズムの推進）

第3章：インバウンド誘客におけるななお・なかのとDMOの観光ビジョン

◼ 旅を通じて地域社会の文化や経済、環境にポジティブな影響を与えたいと考える旅行者が世界的に増加しており、

観光庁・JNTOでは、こうした旅行トレンドを踏まえて、サステナブル・ツーリズムの取組を推進している。

◼ JNTOでは、地域の「環境」・「文化」・「経済」を守り育むことをサステナブル・ツーリズムへの取組のゴールとしており、

能登半島や七尾市・中能登町において議論されている観光の将来像とも親和性が高いといえる。

【出典】日本政府観光局（JNTO）ホームページ【出典】日本政府観光局（JNTO）ホームページ



27世界のトレンドを踏まえた観光庁・JNTOの取組（高付加価値旅行者の地方誘客）

第3章：インバウンド誘客におけるななお・なかのとDMOの観光ビジョン

◼ また、観光庁・JNTOでは、訪日旅行消費額の拡大に向けて、高付加価値旅行者（訪日旅行１回あたりの総

消費額が100万円以上/人）の誘客に取り組んでおり、特に地方部への誘客を推進している。

◼ 高付加価値旅行者は知的好奇心や探究心が強く、旅行においても様々な体験を通じて地域の伝統・文化・自

然等に触れることで知識を深め、インスピレーションを得ることを重視する傾向にあることから、能登半島や七尾市

で議論されている観光の将来像とも親和性が高いといえる。

【出典】観光庁プレスリリース（R6.9.27）【出典】日本政府観光局（JNTO）ホームページ



28高付加価値旅行者の志向（その土地の文化や精神性に触れる旅行ニーズの高まり）

第3章：インバウンド誘客におけるななお・なかのとDMOの観光ビジョン

◼ JNTOは、高付加価値旅行者の志向を「クラシックラグジュアリー」と「モダンラグジュアリー」に分類し、旅行において

「本物の体験」や「サステナビリティ」を求める「モダンラグジュアリー」が若い層を中心に増加していると分析している。

◼ また、サステナブル・ツーリズムやレスポンシブル・ツーリズム（地域や環境に配慮した観光行動）の広がり、欧米の

20～30代におけるSBNR（特定の宗教には属さないが精神的豊かさを求める）層の増加といった変化を踏まえ、

旅を通じて土地の文化や精神性に触れ、自らを豊かにしようとする旅行者を「本質探究者」と定義する分析もある。

【出典】観光庁「地方における高付加価値なインバウンド観光地づくりガイドブック」

【出典】JTB総合研究所ホームページ「コラム 高付加価値旅行者を再定義する～日本が惹きつけるべき

 旅行者像の本質～」（筆者：JTB総合研究所フェロー 山下 真輝 氏） 



29七尾市・中能登町に広がるインバウンド誘客の可能性

第3章：インバウンド誘客におけるななお・なかのとDMOの観光ビジョン

◼ 七尾市・中能登町は、2021年に「Green Destinations」が認定する「世界の持続可能な観光地100選」に

選出されており、サステナブル・ツーリズムを展開できる素地が整っている。

◼ 和倉温泉は能登観光における拠点性を有しているほか、観光資源についても、青柏祭を始めとするお祭り文化、

七尾和ろうそくや能登上布やガラス工芸の製作体験、市場や商店における地元の人との触れ合い、能登半島の

風光明媚で旅情溢れる景観など、サステナブル・ツーリズムや高付加価値旅行といった世界の旅行トレンドに合致

し、その土地の文化や精神に触れたいと考える「本質探究者」を魅了することができるコンテンツを十分有している。

【出典】石川県観光公式サイト「The Official Ishikawa Travel Guide」



30「能登の里山里海」を核に据えた観光ビジョンの策定

第3章：インバウンド誘客におけるななお・なかのとDMOの観光ビジョン

◼ 「能登の里山里海」は、能登観光未来会議や和倉温泉創造的復興まちづくり協議会の観光の将来像に関する

議論においてキーワードとなっているほか、石川県創造的復興プランに記載されている「能登らしさ」にも通じており、

能登の観光に関わる各主体が、統一感を持って一致して目指すことのできる概念であるといえる。

◼ また、「能登の里山里海」は、観光庁・JNTOが推進するサステナブル・ツーリズムや高付加価値旅行の方向性に

も合致しており、インバウンド誘客におけるななお・なかのとDMOの観光ビジョンでも、核に据えるべき概念といえる。

【出典】世界農業遺産「能登の里山里海」情報ポータル【出典】世界農業遺産「能登の里山里海」パンフレット



31第3章のまとめ（観光ビジョン：インバウンド誘客において目指す将来像の設定）

第3章：インバウンド誘客におけるななお・なかのとDMOの観光ビジョン

◼ 能登半島や七尾市内における観光復興に関する議論、世界の旅行トレンドを踏まえた観光庁・JNTOの取組に

関して整理をし、インバウンド誘客において七尾市・中能登町が目指すべき観光ビジョンについて検討を行った。

◼ 石川県、能登半島、和倉温泉における観光復興に関する議論では、能登らしさや能登の里山里海をキーワード

に、今後目指すべき将来像が設定されている。特に、「能登の里山里海」の概念は、能登の観光に関わる各主体

が統一感を持って一致して目指すことのできるビジョンであるといえる。

◼ 世界の旅行トレンドであるサステナブル・ツーリズムへの対応について、JNTOは、地域の「環境」・「文化」・「経済」

を守り育むことを取組のゴールとしている。また、観光庁・JNTOが訪日旅行消費額の拡大に向けて誘客ターゲット

としている高付加価値旅行者層は、旅行による様々な体験を通じて地域の伝統・文化・自然等に触れることで、

知識を深め、インスピレーションを得ることを重視する傾向にある。

◼ 上記の世界的旅行トレンドは、能登らしさや能登の里山里海をキーワードとする観光の将来像とも親和性が高い。

また、七尾市・中能登町の観光資源には、サステナブル・ツーリズムや高付加価値旅行者のニーズに合うコンテンツ

が数多く存在する。

◼ 上記を踏まえ、インバウンド誘客におけるななお・なかのとDMOの観光ビジョンについては、能登の里山里海の概念

を核に据えることとし、「インバウンド誘客を通じて里山里海を核とした能登の魅力を世界に伝え、次世代に継承

する」ことをインバウンド誘客において目指す将来像として設定したい。



第4章：インバウンド誘客に向けた

  アクションプランの策定



33アクションプラン策定の目的

第4章：インバウンド誘客に向けたアクションプランの策定

◼ インバウンド誘客を通じてななお・なかのとDMOが目指す将来像（観光ビジョン）を実現するためには、七尾市・

中能登町のインバウンド誘客の現状・課題を踏まえた上で、ビジョン実現に向けていつまでに何をやるかをアクション

プランとして整理し、地域の観光関係者間で共有を図ることが必要である。

◼ インバウンド誘客に向けたアクションプランでは、和倉温泉の各旅館を始めとした観光関連施設の復興の見通しや

各種計画で設定されている事業期間を踏まえて計画期間を設定するとともに、ビジョンに到達するためにいつまで

にどういった施策に取り組む必要があるのかを明記し、具体的な行動に結びつけることとする。

インバウンド誘客におけるななお・なかのとDMOの観光ビジョン

「インバウンド誘客を通じて里山里海を核とした能登の魅力を世界に伝え、次世代に継承する」

七尾市・中能登町のインバウンド誘客の
現状・課題

インバウンド誘客に向けたアクションプラン

⚫ 現状からビジョンに到達するために、いつまでに何をやるのか
定め、具体的な行動に結びつけることを目的に策定する。

※目標数値（KGI・KPI）の設定や、KGI・KPIの進捗を把握
 する方法については、第5章「アクションプランを実行するための
 推進体制」において記載する。

【観光ビジョンとアクションプランの関係性】



34七尾市・中能登町のインバウンド誘客の課題①（宿泊客の受入体制）

第4章：インバウンド誘客に向けたアクションプランの策定

◼ 震災前、和倉温泉は七尾市・中能登町における宿泊施設の収容人員の約3/4を占めており、和倉温泉の旅館

が本格的に再開しなければ、宿泊客を十分に受け入れることはできない。また、現在は、工事関係者を始めとした

災害復旧関連の宿泊需要も大きいため、和倉温泉全体で多くの観光客を受け入れることができる環境にはない。

◼ インバウンド施策を検討する際には、和倉温泉の旅館再開状況や災害復旧関連の宿泊需要の動向を把握し、

宿泊客の受入体制の回復状況を踏まえながら、誘客ターゲットを設定することが必要である。

【出典】令和5年「統計からみた石川県の観光」

⚫ 令和５年10月1日時点における和倉温泉の宿泊客
の収容人員は6,462人となっている。

⚫ 七尾市・中能登町の収容人員は合わせて8,669人で、
和倉温泉の収容人員が全体の74.5%を占めている。

⚫ 能登地域全体の収容人員は合わせて17,042人で、
和倉温泉の収容人員が全体の37.9%を占めている。

⚫ 和倉温泉は、七尾市・中能登町のみならず能登地域
全体の宿泊需要を支えており、和倉温泉の旅館再開
見通しは、能登地域全体の観光復興にも大きな影響
を与える。



35七尾市・中能登町のインバウンド誘客の課題②（外国人観光客からの認知不足）

第4章：インバウンド誘客に向けたアクションプランの策定

◼ 第2章で記載の通り、七尾市・中能登町は、金沢市を訪れている外国人観光客を呼び込むことができていない。

その原因としては、中華圏以外の外国人観光客から観光地として認知されていないことが大きいと考えられる。

◼ 第3章で記載の通り、七尾市・中能登町の観光資源は従来の顧客層である中華圏（台湾・香港・中国）だけ

でなく、金沢市に多く訪れている欧米豪旅行者のニーズにも沿うものである。中華圏だけでなく、金沢市に訪れて

いる欧米豪旅行者に対しても観光地としての認知を獲得できれば、外国人観光客の更なる来訪が期待できる。

認知・接触

Dream

比較・検討

Consider

予約・手配

Activate

旅行

Travel

共有

Share

旅マエ 旅ナカ 旅アト

10,000人＞＞ 1,000人＞＞ 100人＞＞ 80人＞＞ 5人＞＞

TV・雑誌
デジタルメディア

SNS
友人・知人
イベント

アニメ・マンガ
その他

を通じて認知

自らの意思決定お
よび近い（影響力
のある）情報源か
らの推奨を通じて

検索

OTA、自社サイト
などを通じて予約
旅行会社経由で予約

検索
冊子

コンシェルジェ
SNSに投稿

写真映えスポット
感動的な体験

ターゲット目線か
メディアの選定

情報があるか
予約できるか

デジタル対策
多言語対応

メディア検索対策
MEO対策
口コミの収集

投稿ネタがないー 情報がない
ツアーがない

ネット予約できない
口コミがない

地図にのってない
口コミがない

機会の
損失

重要な
こと

旅行者
の行動

【観光地マーケティングにおけるカスタマージャーニーマップ（旅行者が地域に来訪するまでの動き）】



36七尾市・中能登町のインバウンド誘客の課題③（インバウンド向けコンテンツの不足）

第4章：インバウンド誘客に向けたアクションプランの策定

◼ 世界最大の旅行口コミサイト「トリップアドバイザー」には、2025年8月時点で石川県のツアー・アクティビティが164

件掲載されているが、金沢市内のガイドツアーや体験コンテンツが全体の6割超を占めており、能登地方の掲載は

全体の約4％に留まる。また、「金沢市＋他県の観光地」のツアー・アクティビティが全体の3割を占めており、金沢

に訪れている外国人観光客が他県の有名観光地（白川郷・高山・五箇山など）に流れている様子がうかがえる。

◼ 第3章で記載の通り、七尾市・中能登町の観光資源には金沢市に多く訪れている欧米豪旅行者のニーズに沿う

ものが数多く存在するため、こうした観光資源を欧米豪旅行者向けに磨き上げる施策に取り組む必要がある。

「金沢市＋他県の観光地」のツアーでは、岐阜県（白川郷、高山、五

箇山）との組合せが大半を占めており、レビューを数多く集めている。また、

富山県（黒部峡谷、宇奈月温泉）や福井県（永平寺、福井市）を

巡るツアーも掲載されている。

石川県のツアー・アクティビティ掲載状況
（トリップアドバイザー 2025.8時点）



37アクションプランの計画期間に関する検討①（和倉温泉の旅館再開見通し）

第4章：インバウンド誘客に向けたアクションプランの策定

◼ 和倉温泉旅館協同組合に加盟する20施設のうち、2025年11月時点で9施設が営業を再開しているものの、

客室数は震災前の約3割程度の回復にとどまっている。

◼ 和倉温泉では、2026～2027年度にかけて多くの旅館の再開が順次予定されていることから、アクションプランの

実施期間についても、「2027年度末まで」と「2028年度以降」に分けて、必要な施策を検討する必要がある。



38アクションプランの計画期間に関する検討②（他の観光復興計画との整合性）

第4章：インバウンド誘客に向けたアクションプランの策定

◼ 七尾市・中能登町への更なるインバウンド誘客を実現するには、石川県、能登半島、七尾市・中能登町の観光

関係者と連携を図ることが不可欠であることから、各観光関係者の間で議論されている計画との整合性を可能な

限り図りながら、アクションプランの策定・実行を進めることが重要である。

◼ 石川県創造的復興プラン、能登半島観光振興プラン、和倉温泉創造的復興プランはそれぞれ、2030年に中期

的な計画の終期が設定されていることから、本アクションプランについては、2030年度（2031年3月末）を計画

期間の終期に設定し、各プランの目標や実施内容と整合を図りながら、相互に連携して事業を実施する。



39アクションプランの計画期間の設定

第4章：インバウンド誘客に向けたアクションプランの策定

◼ 本アクションプランの計画期間については、和倉温泉の復興状況や他の観光復興計画の期間を踏まえて、2026

～2030年度の4年間に設定し、前期（2026～2027年度）と後期（2028～2030年度）の2期に分けて、

各期間に取り組むべき施策を検討する。

◼ 日本政府は、2030年に向けて、訪日外国人観光客数を6000万人、訪日旅行消費額を15兆円とする目標を

掲げていることから、本アクションプランにおいても、政府の取組や目標も踏まえてインバウンド誘客施策を検討する。

【出典】「明日の日本を支える観光ビジョン」（2016年3月策定）

【観光ビジョンとアクションプランの関係性】

インバウンド誘客におけるななお・なかのとDMOの観光ビジョン

「インバウンド誘客を通じて里山里海を核とした能登の魅力を世界に伝え、
次世代に継承する」

インバウンド誘客における七尾市・中能登町の現状・課題

①：震災による宿泊客の受入余力の縮小
②：外国人観光客からの認知不足
③：インバウンドに対応したコンテンツの不足

インバウンド誘客に向けたアクションプラン

前期（2026年～2027年度）と後期（2028～2030年度）の
2期に分けて、現状・課題からビジョンに到達するための具体的施策
を検討する。



40アクションプラン前期における取組の方向性（誘客ターゲットの設定と各種施策の展開）

第4章：インバウンド誘客に向けたアクションプランの策定

◼ 和倉温泉が復興途上にあるアクションプラン前期は、七尾市・中能登町の宿泊客の受入余力が十分でないため、

「日帰りのインバウンド客」や「少人数のロングステイのインバウンド客」を誘客ターゲットとすることが有効と考えられる。

◼ アクションプラン前期では、コロナ前の主力市場であった中華圏に対して復興状況に応じたプロモーションを行いつつ、

金沢に滞在する欧米豪を中心としたインバウンドの日帰り客や、デジタルノマドを始めとした少人数のロングステイの

インバウンド客を新たな誘客ターゲットに据えて、各種施策を展開することとしたい。

＜課題①＞
震災による宿泊客の受入余力の縮小

和倉温泉の復興見通しに応じた誘客ターゲットの設定

ターゲット①：コロナ前の主力市場である中華圏（特に台湾）
ターゲット②：日帰りのインバウンド客（金沢に滞在する欧米豪旅行者）
ターゲット③：少人数のロングステイのインバウンド客（デジタルノマド）

＜課題②＞
外国人観光客からの認知不足

各誘客ターゲットに対する観光地としての認知度向上への取組

取組①：復興の進捗状況に合わせた台湾向けプロモーション
取組②：金沢市に滞在する欧米豪旅行者に対するプロモーション

＜課題③＞
インバウンドに対応したコンテンツの不足

誘客ターゲットに対応した体験コンテンツの拡充や受入環境の整備

取組③：能登の里山里海の魅力を伝えるストーリーの構築
取組④：里山里海の魅力が感じられるコンテンツの拡充・ガストロノミー

ツーリズムの推進
取組⑤：デジタルノマドに対する受入環境の整備

【インバウンド誘客における課題とアクションプラン前期における取組の関係】



41アクションプラン前期の取組①（復興の進捗状況に合わせた台湾向けプロモーション）

第4章：インバウンド誘客に向けたアクションプランの策定

◼ コロナ前の主要市場である中華圏のなかでも、台湾は、地震発災時に多くの募金が集まるなど、能登地方に関心

を持つ人が多く存在する。復興後に能登を訪れたいと考えている訪日層も数多く存在するため、復興の進捗状況

に合わせて継続的に情報を発信し、現在も観光が可能であると伝えることで、更に誘客を増やせる可能性がある。

◼ 2025年の和倉温泉の外国人浴客数に占める台湾人の割合は約15％で、2019年（48.7%）と比較すると

低下しており、回復が遅れている。観光客の受入を再開している旅館・施設があることを知られていない可能性が

あるため、再開した施設を中心に紹介するプロモーションを実施することで、観光客数を回復できる可能性がある。

（コメントの和訳）

この夏、北陸旅行を計画していたのですが、調べてみると石川県、特に輪島

周辺の被災状況がひどいことがわかりました。（中略）いつか石川県がしっかり

復興していることを願っていますので、その時はまた訪れたいと思っています。

⚫ JNTOのプロモーション事業（能登半島地震等からの復興と歩調を合わせた
情報発信事業）において、繁体字圏最大の訪日メディア「樂吃購！日本」
が七尾市内の観光の魅力を発信。

⚫ 震災後に能登観光の現状を伝える繁体字の情報が不足していたことから、
和倉温泉や能登島を中心に、七尾市内で現在再開している観光コンテンツ
を紹介。現在も能登で観光することができることを伝えている。

⚫ 動画へのコメントでは、震災後に能登への観光を計画したが断念したという
投稿が複数あり、復興の進捗状況を継続的に発信することが重要であること
が示唆された。

【復興の進捗状況に合わせた台湾向けプロモーションの事例】



42アクションプラン前期の取組①（復興の進捗状況に合わせた台湾向けプロモーション）

第4章：インバウンド誘客に向けたアクションプランの策定

アクションプラン前期における台湾向けプロモーションの具体的な誘客ターゲットについては、下記を想定する。

【訪日回数・嗜好性】

⚫ 複数回の訪日経験があり、ゴールデンルート（東京・京都・大阪）は訪問済。日本の地方を訪れてみたいという

想いがあり、金沢を中心とした北陸への旅行を計画。「加賀屋」の存在を通じて、能登半島を認知している。

⚫ 震災前に能登半島や和倉温泉を訪れた経験があり、震災からの復興を応援したい気持ちがあるが、復興状況が

分からないため、旅行に行って良いかどうかが分からない。

【年齢・属性・旅行形態】

⚫ JNTO「台湾市場マーケティング戦略」に記載のターゲットのうち、七尾市・中能登町の観光資源と親和性が高い

30～40代で家族・親族と旅行するFIT、20～40代で夫婦・パートナーまたは友人と旅行するFIT。

【JNTO台湾市場マーケティング戦略】

※ターゲットCについては、地域の
 復興状況を考慮し、現時点に 
おいてはターゲットとはしない。



43アクションプラン前期の取組①（復興の進捗状況に合わせた台湾向けプロモーション）

第4章：インバウンド誘客に向けたアクションプランの策定

現在のななお・なかのとDMOの予算や人員体制などを踏まえると、ななお・なかのとDMO単独で本取組を実施する

ことは困難であると考えられるため、以下の手法により、各種プロモーションの実施を検討する。

（１）観光庁補助金を活用したプロモーション

観光庁「能登半島地震からの復興に向けた観光再生支援事業」（令和8年度概算要求：100百万円）では、

「WEB・SNS等を活用したエリア内のコンテンツの魅力等に関する効果的な情報発信」が支援対象となっているため、

当補助金を活用して繫体字圏に影響力を持つメディア等を招請し、再開した施設を中心にプロモーションを実施する。

（２）石川県と連携した旅行会社向けセールス・プロモーション

石川県国際観光課では、震災前に能登に送客実績を持つアジア圏（台湾・香港・シンガポール）の旅行会社を

招請して能登を応援するツアー商品の造成を働きかけているほか、台湾の旅行会社に向けた商談会・観光セミナーを

実施している。こうした場を活用し、既に再開した旅館などの民間事業者と連携しながら、七尾市・中能登町で再開

した観光コンテンツを中心とした旅行プランをPRし、旅行会社を通じたツアー造成やプロモーションに繋げる。



44アクションプラン前期の取組②（金沢市に滞在する欧米豪旅行者へのプロモーション）

第4章：インバウンド誘客に向けたアクションプランの策定

◼ 石川県（金沢市）に来訪するインバウンドの約4割が欧米豪からであることを踏まえ、金沢市に来訪する欧米豪

旅行者をターゲットとして、「金沢から1時間で訪れることができる一方で、金沢とは異なる体験ができる」点を訴求

ポイントとして、金沢＋αの観光地として七尾市・中能登町を認知してもらうためのプロモーションを実施する。

◼ 七尾市・中能登町には欧米豪旅行者のニーズに沿う観光資源が数多く存在する一方で、観光客に来訪地として

選ばれるには、金沢市とセットで訪問されている競合観光地（白川郷、高山、五箇山、黒部峡谷、宇奈月温泉、

永平寺、福井市など）とは異なる体験価値をプロモーションし、競合との差別化を図るという視点が重要となる。

⚫ JNTOのプロモーション事業（能登半島地震等からの復興と歩調を合わせ
た情報発信事業）で、英語圏最大の訪日メディア「japan-guide.com」
が、七尾市内の観光の魅力を発信。

⚫ 欧米豪旅行者には七尾市を始めとした能登半島の認知度は低いことから、
地図とともに、東京・京都・大阪からと合わせて金沢市からのアクセス方法を
紹介し、金沢から鉄道を乗り継げば訪れることができることを伝えている。

⚫ 動画並びに記事では、七尾市を始めとした能登地方について、「人気観光
地である金沢市から1時間以内にも関わらず、外国人観光客の大半がまだ
訪れていない隠れた地域」であり、「日本海に約100キロメートルにわたって
伸びるこの半島を訪れる旅行者は、伝統工芸、地元の名物料理、壮観な
景色といった数多くの宝物を見つけることができる」と紹介し、能登半島への
来訪を推奨している。

⚫ 観光コンテンツとしては、七尾和ろうそく絵付け体験、能登食祭市場のほか、
のと鉄道の車窓から見える美しい湾の景色、田園風景と農家民宿（穴水
町の春蘭の里）、伝統工芸（輪島塗）、市場での地元の人との触れ合い
（出張輪島朝市）、豊かな食（輪島市のmebuki）を取り上げている。

【欧米豪旅行者に向けたプロモーションの事例】



45アクションプラン前期の取組②（金沢市に滞在する欧米豪旅行者へのプロモーション）

第4章：インバウンド誘客に向けたアクションプランの策定

アクションプラン前期における欧米豪向けプロモーションの具体的な誘客ターゲットについては、下記を想定する。

【訪日回数・嗜好性】

⚫ 既に訪日の経験があり、今回の旅行では、ゴールデンルート（東京・京都・大阪）だけではなく、「本物の日本」を

体験できる日本の地方部を訪れたいので、金沢を中心とした北陸への旅行を計画している。

⚫ 金沢に関する知識は旅行雑誌から得ていて、江戸時代の風情が残る木造の茶屋街や武家屋敷、日本庭園、

金箔文化や工芸品の制作体験を楽しみにしている。一方で、外国人観光客があまりおらず、独自の生活文化が

残っている場所にも訪れてみたいと考えており、地元の人との交流を通じて地域の日常を体感し、その土地の文化

や精神性に触れることで、自分自身が豊かになれるような体験がしたい。

【年齢・属性・旅行形態】

⚫ 20～40代で夫婦・パートナーや友人、または一人で旅行するFIT。

⚫ 金沢市は、「National Geographic」が毎年発表する「Best of 
the World」で「2025年に行くべき世界の旅行先25選」の一つに
選出されるなど、世界の旅行関心層が旅行先の参考としている有力
メディアで高い評価を得ており、多くの欧米豪旅行者が訪れている。

⚫ 「National Geographic」による選出理由では、金沢市は、京都と
違ってオーバーツーリズムになっておらず、「本物の日本」を楽しむことが
できる点、江戸時代の風情が残る木造の茶屋街や武家屋敷、日本
庭園、金箔文化や工芸品の制作体験ができる点を評価している。

⚫ 上記のような欧米豪旅行者が金沢を訪れている理由を踏まえた上で、
「能登に訪れるべき理由」として、能登の里山里海を始めとした独自
の生活文化、地元の人との交流を通じた独自の体験ができることを
訴求する。



46アクションプラン前期の取組②（金沢市に滞在する欧米豪旅行者へのプロモーション）

第4章：インバウンド誘客に向けたアクションプランの策定

現在のななお・なかのとDMOの予算や人員体制などを踏まえると、ななお・なかのとDMO単独で本取組を実施する

ことは困難であると考えられるため、以下の手法による実施を検討する。

（１）観光庁補助金を活用したプロモーション

観光庁「能登半島地震からの復興に向けた観光再生支援事業」を活用して欧米豪の訪日旅行関心層に影響力

を持つメディア等を招請し、里山里海を核とした能登の特色ある魅力を中心としたプロモーションを実施する。

（２）石川県と連携したメディアに対するPR活動・旅行会社に対するセールス活動

石川県国際観光課が設置する欧米豪レップ（米国・英国・フランス・豪州）と連携して、欧米豪の現地メディアで

の露出獲得を狙うPR活動に取り組み、七尾市・中能登町を始めとした能登半島の観光地としての認知向上を図る。

また、欧米豪レップによる旅行会社セールスを通じて、金沢や北陸に送客している欧米豪の旅行会社に対して、金沢

＋αの立ち寄り先の一つとして七尾市・中能登町を始めとした能登半島を売り込み、小規模ツアー等の誘客を目指す。

旅行会社セールスの際は、七尾市・中能登町で旅行手配や観光コンテンツを提供する地元の事業者と連携を図る。



47アクションプラン前期の取組③（能登の里山里海の魅力を伝えるストーリーの構築）

第4章：インバウンド誘客に向けたアクションプランの策定

◼ 金沢市に訪れている欧米豪旅行者を七尾市・中能登町を始めとした能登半島に誘客するためには、金沢市や

近隣の競合観光地とは異なる体験価値を訴求することが不可欠である。競合観光地には無い能登半島や七尾

市・中能登町ならではの体験価値（ユニーク・セリング・プロポジション）を言語化して欧米豪旅行者に伝えるため、

「能登の里山里海」の魅力を核としたストーリーの構築に取り組む。

◼ 欧米豪旅行者の興味関心を惹きつけるストーリーを構築するためには、サステナブル・ツーリズムやレスポンシブル・

ツーリズムといった世界の旅行トレンドを意識しつつ、能登半島や七尾市・中能登町の文化・歴史・生活に関する

取材を行う必要があるため、日本文化に精通する外国人有識者などを監修に交えながら事業を進める。

【能登の里山里海の魅力を伝えるストーリー構築の進め方】
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（１）観光資源の文化的背景に関するリサーチ
能登の里山里海に関連する七尾市・中能登町
の観光資源について文化的背景を文献資料などを
基にリサーチする。

（２）観光関係者を交えたワークショップの実施
リサーチを基に、観光資源と構成要素を整理し、
七尾市・中能登町の観光関係者に対して外国人
目線で見た七尾市・中能登町の魅力を共有する。

（３）ストーリー・キーメッセージの構築
抽出した観光資源・構成要素を踏まえて、欧米
豪旅行者の興味関心を惹きつけるストーリーとキー
メッセージを構築する



48アクションプラン前期の取組③（能登の里山里海の魅力を伝えるストーリーの構築）

第4章：インバウンド誘客に向けたアクションプランの策定

◼ ツアーが掲載されている。現在のななお・なかのとDMOの予算や人員体制などを踏まえると、ななお・なかのとDMO単独で本取組を実施する

ことは困難であると考えられるため、以下の手法による実施を検討する。

（１）観光庁補助金の活用

観光庁のコンテンツ造成支援の補助金（R7：地域観光魅力向上事業）を活用し、取組⑤「能登の里山里海

の魅力が感じられるコンテンツの拡充」の取組と合わせて実施する。

（２）ふるさと財団「地域再生マネージャー事業」の活用

一般財団法人地域総合整備財団（ふるさと財団）が実施する「地域再生マネージャー事業」では、外部専門家

の派遣を通じた観光振興による地域活性化を支援しており、本事業を活用して日本文化に精通する外国人有識者

を招請し、本取組を実施する。（※申請主体が市町村となるため、七尾市・中能登町の協力が必要。）



49アクションプラン前期の取組④（能登の里山里海の魅力が感じられるコンテンツの拡充）

第4章：インバウンド誘客に向けたアクションプランの策定

◼ ツアーが掲載されている。◼ 取組③「能登の里山里海の魅力を伝えるストーリーの構築」と連動して、インバウンド向けに既にコンテンツを提供

している七尾市・中能登町の事業者やランドオペレーターと連携しながら、ストーリーやキーメッセージに沿った体験

コンテンツの造成と販路開拓に取り組む。

◼ 造成するコンテンツのテーマとしては、能登の里山里海が世界農業遺産に選ばれた評価のポイント（農林漁業と

それに関わる人々の営みの中で守り伝えられてきた祭礼や伝統技術、美しい景観、豊かな生きもののつながり）を

踏まえて、「食」、「自然」、「文化」の３つを想定する。

【現在販売されているインバウンド向けコンテンツの例】



50アクションプラン前期の取組④ （ガストロノミーツーリズムの推進）

第4章：インバウンド誘客に向けたアクションプランの策定

◼ ツアーが掲載されている。◼ 造成するコンテンツの想定テーマのうち、「食」は、多くのインバウンドにとって訪日旅行の目的の最上位である。また、

地元の食材を使って地元のレストランで食事を提供することから、域内調達率が高く、地域への経済波及効果も

大きい。このため、観光客目線・地域目線の双方にとって、最も重点的に取り組むべきテーマであるといえる。

◼ 七尾市・中能登町では、「ミシュランガイド北陸2021」で7軒の飲食店が紹介されているほか、能登の里山里海に

関連した地産地消の取組がミシュランによって高く評価されている。また、能登の食材は高いブランド力を有しており、

七尾市・中能登町にとって、「食」というテーマは大きな強みを有していると考えられる。

【出典】「Discover Japan」WEB掲載記事

【能登の食材のブランド力の高さを示す事例】【ミシュランガイド北陸2021における石川県の評価】



51アクションプラン前期の取組④ （ガストロノミーツーリズムの推進）

第4章：インバウンド誘客に向けたアクションプランの策定

◼ ツアーが掲載されている。◼ ガストロノミーツーリズムは観光庁も取組を推進しており、食のブランディング等を進めることを目的とした調査事業、

地域ならではの高品質なサービス・体験を提供するために必要な施設・コンテンツ造成等に活用できる補助事業

が令和６年度から実施されている。

◼ 次頁に記載する観光庁のコンテンツ造成の補助金獲得と合わせて、ガストロノミーツーリズム関連の補助金を活用

して「食」に関するコンテンツの造成を優先的に進めることによって、能登の里山里海の魅力が感じられるコンテンツ

の造成・拡充を図ることとする。

【ガストロノミーツーリズム関連の観光庁補助金】 【観光庁事業 ガストロノミーツーリズムの評価に関する要素】



52アクションプラン前期の取組④（能登の里山里海の魅力が感じられるコンテンツの拡充）

第4章：インバウンド誘客に向けたアクションプランの策定

◼ ツアーが掲載されている。現在のななお・なかのとDMOの予算や人員体制などを踏まえると、ななお・なかのとDMO単独で本取組を実施する

ことは困難であると考えられるため、以下の手法による実施を検討する。

（１）観光庁補助金の活用

観光庁のガストロノミーツーリズム関連の補助金や、コンテンツ造成支援に関する補助金を活用し、七尾市・中能登

町の事業者と連携しながら、食・自然・文化をテーマに能登の里山里海の魅力が感じられる観光コンテンツの造成、

販売基盤の整備、金沢・北陸に送客している海外旅行会社・ランドオペレーターへのセールスを実施する。

（２）石川県・金沢DMOとの連携

「欧米豪旅行者の金沢での宿泊日数を延ばし、石川県内での周遊促進を図ること」を共通の目的として、石川県・

金沢DMOと連携し、金沢・北陸に送客している海外旅行会社・ランドオペレーターへのセールスを実施する。



53アクションプラン前期の取組⑤（デジタルノマドに対する受入環境の整備）

第4章：インバウンド誘客に向けたアクションプランの策定

◼ アクションプラン前期で誘客ターゲットに設定した「少人数のロングステイのインバウンド客」については、デジタルノマド

（国際的なリモートワーカー）を主要ターゲットとして取組を進める。世界的なデジタルノマド市場の拡大を受けて、

日本政府は2024年度よりデジタルノマド向けの在留資格を新たに設けてデジタルノマドの受入拡大を進めており、

観光庁事業などを活用しながら、ななお・なかのとDMOにおいてもデジタルノマドの受入促進施策を推進する。

◼ アクションプラン策定に先立ち、ななお・なかのとDMOでは、デジタルノマドを招請したモニターツアーを2025年度に

実施しており、デジタルノマドの受入にあたっての課題整理を行っていることから、アクションプラン前期では、モニター

ツアーで明らかになった課題解決に向けた各種取組を実施することとする。



54アクションプラン前期の取組⑤（デジタルノマドに対する受入環境の整備）

第4章：インバウンド誘客に向けたアクションプランの策定

◼ デジタルノマドを対象とした観光庁の調査によると、デジタルノマドがリモートワーク先を選ぶ際に最も重視するのは、

「インターネットが不自由なく使える」ことであり、「治安が良いこと」「宿泊・滞在費が安価である」ことなど受入環境

に関する項目が上位を占めている。

◼ ななお・なかのとDMOが2025年度に実施したモニターツアーでは、招請された7名のデジタルノマドより、観光資源

やホスピタリティについて高い評価が得られた一方、受入環境については多くの課題が提起されたことから、デジタル

ノマドが重視するコワーキング等の仕事環境、宿泊環境、交通手段といった受入環境の整備を行う必要がある。

【出典】観光庁「国際的なリモートワーカー（デジタルノマド）に関する調査報告書」 【出典】ななお・なかのとDMO「2025デジタルノマド中間報告書」



55アクションプラン前期の取組⑤（デジタルノマドに対する受入環境の整備）

第4章：インバウンド誘客に向けたアクションプランの策定

現在のななお・なかのとDMOの予算や人員体制などを踏まえると、ななお・なかのとDMO単独で本取組を実施する

ことは困難であると考えられるため、以下の手法による実施を検討する。

（１）観光庁補助金の活用

モニターツアーで明らかになったデジタルノマドに対する受入環境（仕事環境・宿泊環境・交通手段）の課題解決

に向けて、観光庁「質の高い消費と投資を呼び込むためのデジタルノマド誘客促進事業」の補助金を活用して、デジ

タルノマドの滞在拠点となるコワーキングスペースや宿泊施設における施設改修や設備導入・物品購入を推進する。

なお、補助金の活用にあたっては、事業者側で費用負担（総費用の1/2）が発生する点に留意する必要がある。



56アクションプラン後期における取組の方向性（高付加価値なインバウンド観光地づくり）

第4章：インバウンド誘客に向けたアクションプランの策定

◼ アクションプラン後期（2028～2030年度）には、和倉温泉の旅館の多くが再開し、再開した旅館の一部では

高付加価値旅行者をターゲットとした誘客の展開が見込まれている。また、能登島エリアにおいては、一能登島が

2025年のミシュランガイドで「1ミシュランキー」に選ばれるなど、既に高付加価値化に向けた取組が進展している。

◼ アクションプラン後期における取組については、地域内で進む旅館の高付加価値化を契機として、観光庁が推進

する「地方における高付加価値化なインバウンド観光地づくり」と歩調を合わせて各種施策を展開することとする。

【出典】観光庁「地方における高付加価値なインバウンド観光地づくりガイドブック」【出典】ミシュランガイド ホームページ



57アクションプラン後期における取組の方向性（高付加価値なインバウンド観光地づくり）

第4章：インバウンド誘客に向けたアクションプランの策定

◼ ツアーが掲載されている。◼ 高付加価値なインバウンド観光地づくりを進める際に最初に必要となるのは、外国人観光客から見てその地域を

訪れる価値（コアバリュー）が何かを設定することと、コアバリューの設定と合わせてコンテンツ（ウリ）と宿泊施設

（ヤド）を整備することである。これらは、アクションプラン前期の取組をベースに更なる磨き上げを図ることとする。

◼ アクションプラン後期では、アクションプラン前期で着手できていない「旅行者ガイド等の人材確保を始めとした受入

環境整備（ヒト・アシ）」と「高付加価値旅行者へのセールス（コネ）」を中心に、取り組むこととしたい。

【高付加価値なインバウンド観光地づくりとアクションプランにおける取組の関係】

①：コアバリューの設定
外国人旅行者にとって、その地域にしかない価値は何か。

●アクションプラン前期における取組

【コアバリュー】
能登の里山里海の魅力を伝えるストーリーの構築
【七尾市・中能登町のウリ】
能登の里山里海の魅力が感じられる観光コンテンツの拡充
【七尾市・中能登町のヤド】
高付加価値化した和倉温泉の旅館、一能登島

②：コアバリューと連動した「ウリ」・「ヤド」
「ウリ」＝高付加価値旅行者のニーズを満たす潜在価値

（体験やコンテンツ）
「ヤド」＝上質かつ地域のストーリーが感じられる宿泊施設

③：ウリ・ヤドを仲介する「ヒト」・「アシ」
「ヒト」＝高付加価値旅行者を地域に送客する人、ガイド・

ホスピタリティ人材
「アシ」＝利用者の都合や嗜好に合わせたシームレスな移動

●アクションプラン後期における取組

取組①：高付加価値旅行者に対応した受入環境の整備
取組②：ゲストカードの配布を通じた観光消費額の拡大
取組③：高付加価値旅行者獲得に向けたセールス活動
取組④：のと里山空港を活用したインバウンド誘客
取組⑤：能登半島全体の周遊促進

④：旅行者に対して地域を売り込む「コネ」
高付加価値旅行者の認知獲得のための発信・セールス



58アクションプラン後期の取組①（高付加価値旅行者に対応した受入環境の整備）

第4章：インバウンド誘客に向けたアクションプランの策定

観光庁の補助金を活用して、高付加価値旅行者に対応したソフト面・ハード面の受入環境整備に取り組む。

（１）高付加価値旅行者に対応したガイド人材やコンシェルジュの発掘・育成

 ソフト面の整備では、高付加価値化に対応した宿泊施設や地域のランドオペレーターと連携して、外国人観光客

に対して能登の里山里海の魅力を伝えることができるガイド人材やコンシェルジュの発掘・育成に取り組む。

（２）ストレスフリーな滞在環境の提供

ハード面の整備では、観光案内所・観光拠点施設・宿泊施設の連携による手ぶら観光の推進や、地域内の商店

や交通機関における多言語対応やキャッシュレス対応等を支援し、ストレスフリーな滞在環境の提供に取り組む。

【活用可能な補助金の想定例】



59アクションプラン後期の取組②（ゲストカードの配布を通じた観光消費額の拡大）

第4章：インバウンド誘客に向けたアクションプランの策定

◼ 高付加価値層を始めとしたインバウンドの地域内における消費を喚起し、地域全体に経済効果を波及させること

を目的に、欧州の一部地域で展開されている「ゲストカード」の配布を通じた観光消費額の拡大に取り組む。

◼ ゲストカードは、オーストリアを中心にスイス、ドイツ、イタリア、フランスの一部地域で導入されており、地域に一定泊

数以上宿泊する観光客を対象に、地域の観光施設やアクティビティ、公共交通の利用料金を割引や無料にする

ことで、滞在期間の延長や域内消費の拡大に寄与している。

◼ ゲストカードの財源については、宿泊税を始めとした旅行者が負担する税によって賄われていることが多い。

【七尾市・中能登町におけるゲストカードの導入イメージ】

七尾市・中能登町の
宿泊施設に複数泊する

インバウンド

旅館・宿泊施設

①：チェックインの際に配布
（配布の際、宿泊者情報と
 ゲストカード番号を紐づけ）

観光施設・
アクティビティ提供者

②：ゲストカードを提示

③：入場料等の割引

地域内の交通機関
（タクシーなど）

②：ゲストカードを提示

③：運賃の割引

【事務局】
ななお・なかのとDMO

④：割引料金分を請求

⑤：割引料金分を還付

④：割引料金分を請求

⑤：割引料金分を還付

⚫ゲストカードの企画・運営は地域のDMOが担う場合が大半であるため、ななお・なかのとDMOが
事務局機能を担うことを想定。

⚫DMOと旅館・宿泊施設が外国人旅行者の宿泊予約情報を共有し、予約の状況に合わせて、
DMOが旅館・宿泊施設に対して番号入りのゲストカードを発行する。

⚫旅館・宿泊施設はゲストカード配布後、宿泊者情報とゲストカード番号を紐づけ、DMOに報告。



60アクションプラン後期の取組②（ゲストカードの配布を通じた観光消費額の拡大）

第4章：インバウンド誘客に向けたアクションプランの策定

◼ ゲストカードの企画・運営にあたっては、ゲストカードの利用状況を正確に捕捉することが重要であるため、デジタル

形式での発行を基本とする。デジタル形式でゲストカードを発行することで、外国人宿泊客の地域内の周遊状況

に関するデータ収集が可能となり、周遊状況に基づくデジタルマップ作製など、更なる周遊促進策にも繋げられる。

◼ デジタル形式でゲストカードを発行する場合には、観光DX関連のモデル事業や補助金を財源として実施すること

を検討する。



61アクションプラン後期の取組③（高付加価値旅行者獲得に向けたセールス・情報発信）

第4章：インバウンド誘客に向けたアクションプランの策定

JNTOと連携し、高付加価値旅行者の獲得に向けた旅行会社セールス、プロモーションに取り組む。

（１）高付加価値旅行を取り扱う海外の旅行会社・サプライヤーに対するセールス

高付加価値化に対応した地域の宿泊施設やコンテンツ提供者、ランドオペレーターと連携して、 JNTOが出展する

高付加価値旅行を取り扱う海外旅行会社が集まる商談会（例：International Luxury Travel Market）に

参加し、地域一体となったセールスにより、高付加価値旅行者の獲得に取り組む。

（２）高付加価値旅行者に向けたプロモーション

JNTOでは、専門家による評価を経て高付加価値旅行コンテンツとして選定したコンテンツをウェブサイトで多言語で

特集し、海外の旅行業界関係者や高付加価値旅行者に向けて発信している。七尾市・中能登町における高付加

価値コンテンツをJNTOに紹介し、専門家による評価を受けて、当該ページでの掲載が図られるように取り組む。

【高付加価値旅行に関するJNTOの特集ページ】



62アクションプラン後期の取組④（のと里山空港を活用したインバウンド誘客）

第4章：インバウンド誘客に向けたアクションプランの策定

◼ 和倉温泉の旅館再開を踏まえて、震災前に取り組んでいた台湾から能登空港へのチャーター便の誘致を再開し、

コロナ前・震災前の和倉温泉の主要顧客層であった台湾からの宿泊客増加に取り組む。

◼ 石川県創造的復興プランでは、創造的復興リーディングプロジェクトの取組の一つに「のと里山空港の拠点機能の

強化」を挙げて、プライベートジェットの誘致などにより航空交流拠点としての機能強化を図るとしている。県の取組

と連携して、プライベートジェットの誘致を通じた富裕層や高付加価値旅行者の誘客の可能性を検討する。

【出典】石川県創造的復興プラン【出典】中日新聞ウェブサイト（2023.9.30 北陸中日新聞朝刊 掲載記事）



63アクションプラン後期の取組⑤（奥能登も含めた能登半島全体の周遊促進）

第4章：インバウンド誘客に向けたアクションプランの策定

◼ 七尾市・中能登町は地理的に能登半島の玄関口にあたり、和倉温泉は能登地域の宿泊客の収容人員の1/3

以上を占めるなど能登半島の観光における拠点性を有している。

◼ 奥能登の観光資源を活かした周遊促進（例：和倉温泉を拠点に奥能登を周遊するプライベートツアーなど）に

取り組むことで、七尾市・中能登町に泊まるインバウンドの宿泊日数を延ばすとともに、より高い満足度を提供する

ことが期待できるため、地域の事業者と連携し、七尾市・中能登町を起点とした奥能登への周遊促進に取り組む。

【プライベートツアーの例】



64第4章のまとめ（アクションプランの概要）

第4章：インバウンド誘客に向けたアクションプランの策定

◼ アクションプラン前期（2026～2027年度）における取組

和倉温泉の復興状況に応じてインバウンド誘客を段階的に再開しつつ、和倉温泉の本格復興を見据えて、地域

の魅力を高めるための各種取組を展開する。

（１）ターゲットとなる外国人観光客の認知を獲得し、新たな観光需要を創る取組

取組①：復興の進捗状況に合わせた台湾向けプロモーション

取組②：金沢市に滞在する欧米豪旅行者に対するプロモーション

（２）地域の事業者に対する支援や連携により、地域の魅力を高めるための取組

取組③：能登の里山里海の魅力を伝えるストーリーの構築

取組④：里山里海の魅力が感じられるコンテンツの拡充・ガストロノミーツーリズムの推進

取組⑤：デジタルノマドに対する受入環境の整備

◼ アクションプラン後期（2028～2030年度）における取組

復興後に見込まれる宿泊施設の高付加価値化の進展に対応し、地域の事業者と連携して受入環境を整備する

とともに、域内消費を促す各種取組を通じて経済波及効果を高め、インバウンド誘客による地域活性化を実現する。

取組①：高付加価値旅行者に対応した受入環境の整備

取組②：ゲストカードの配布を通じた観光消費額の拡大

取組③：高付加価値旅行者獲得に向けたセールス活動

取組④：のと里山空港を活用したインバウンド誘客

取組⑤：能登半島全体の周遊促進



65第4章のまとめ（アクションプランの各種施策と計画期間）

第4章：インバウンド誘客に向けたアクションプランの策定



第5章：アクションプランを実行するための

  推進体制



67アクションプランにおけるKPIの設定（観光庁におけるDMOガイドラインの改訂）

第5章：アクションプランを実行するための推進体制

◼ 観光地域づくり法人の登録制度に関する新たなガイドラインでは、DMOの登録に係る新たなKPIとして、観光地

経営に係るKPIと、DMO組織運営に関するKPIが設定された。また、観光地経営に係るKPIについては、マーケ

ティング（対旅行市場）に関するKPIと、マネジメント（対地域）に関するKPIを設定することとされている。

◼ 本戦略においても、観光庁の新たなガイドラインに沿ってKPIの設定を行うとともに、KPIの算出方法、KPIの計測

に関するデータの取得方法について検討を行うこととする。

【出典】観光庁「観光地域づくり法人によるKGI・KPI計測に関する手引書」 【出典】観光庁「観光地域づくり法人によるKGI・KPI計測に関する手引書」



68アクションプランにおけるKPIの設定（ななお・なかのとDMOにおけるKPIの計測方法）

第5章：アクションプランを実行するための推進体制

◼ 本アクションプランにおけるKPIの設定にあたり、ななお・なかのとDMOが、観光庁の新たなガイドラインに沿って測定

する必要があるKPIの項目と計測方法について、下記のとおり整理を行った。

◼ また、DMOが独自に設定するKPI案については、本アクションプランに紐づく項目（インバウンドの日帰り観光客数

や広域移動者数、欧米豪などの特定市場からの誘客数、体験コンテンツ数、OTA販売数、高付加価値ガイドの

育成数）を中心に、別表のとおり検討を行った。



69KPIの算出方法（外国人観光客の延べ宿泊者数・旅行消費額・来訪者満足度）

第5章：アクションプランを実行するための推進体制

◼ 延べ宿泊者数については、市町全体の宿泊施設の収容人員の約3/4を和倉温泉が占めていることを踏まえて、

和倉温泉旅館協同組合が月別・国籍別に浴客数を集計している数値を採用する。

◼ 旅行消費額については、和倉温泉に宿泊する外国人観光客を対象としたアンケート調査を実施し、外国人宿泊

者1人あたりの旅行消費額を把握することによって、算出する。

◼ また、来訪者満足度については、和倉温泉に宿泊する外国人観光客のほか、七尾駅・和倉温泉駅の観光案内

所でアンケートを実施し、日帰り客も含めて把握する。

七尾市・中能登町における
外国人観光客の旅行消費額

＝ 外国人延べ宿泊者数 × 外国人宿泊者1人あたりの旅行消費額

和倉温泉旅館協同組合が取りまとめている
月別・国籍別の外国人浴客数を採用。

和倉温泉の各旅館において、旅行消費額
を聞くアンケート調査を実施。

七尾市・中能登町における
外国人観光客の来訪者満足度

＝ 外国人日帰り客の来訪者満足度 × 外国人宿泊客の来訪者満足度

七尾駅・和倉温泉駅の観光案内所でアン
ケート調査を実施。

和倉温泉の各旅館で実施するアンケート
調査で、来訪者満足度も合わせて聞く。

【KPIの算出に関するロジック】



70外国人観光客を対象としたアンケート調査の概要

第5章：アクションプランを実行するための推進体制

◼ 旅行消費額、来訪者満足度については、観光庁の新ガイドラインを踏まえ、以下の項目を問うこととする。

（１）旅行消費額について

「飲食代」、「宿泊代」、「買い物代」、「入場料・体験料」、「交通費」の5項目の設問により、消費額を把握する。

（２）来訪者満足度について

「大変満足」、「満足」、「どちらでもない」、「不満」、「大変不満」の5段階の設問により、来訪者満足度を把握する。

◼ 上記と合わせて、第4章に記載のインバウンド誘客施策を実行する上で必要なマーケティングデータを収集するため、

以下の項目を問うこととする。

（１）どういう人が七尾市・中能登町に訪れているのか（WHOの把握）

国籍、年齢、旅行形態（旅行の人数、誰と来たか、個人か団体か）、訪問回数（リピーターか否か）を把握する。

（２）七尾市・中能登町で何を楽しんでいるのか（WHATの把握）

外国人観光客が七尾市・中能登町のどのスポットに訪れたか、訪れたスポットの中でどのスポットが最も魅力的だった

かを問うことによって、外国人観光客に訴求力の高い観光資源が何なのかを国籍別に把握する。

（３）どういう理由で七尾市・中能登町を訪れたのか（WHYの把握）

七尾市・中能登町への訪問、和倉温泉での宿泊を決めた理由を問うことによって、七尾市・中能登町を訪問する

外国人観光客の主要な動機を国籍別に把握し、プロモーションを実施する際の発信内容などに反映させる。

（４）どのように七尾市・中能登町の観光コンテンツを知り、旅行手配をしたのか（HOWの把握）

どのような情報源から知ったのかを問うことで、最適な情報発信の手法を国籍別に把握し、効果的な発信に繋げる。

また、どのように旅行手配を行ったかを把握することで、各種OTAへの対応や旅行会社セールスの最適化に繋げる。



71KPIの算出方法（日本人観光客の延べ宿泊者数・旅行消費額・来訪者満足度）

第5章：アクションプランを実行するための推進体制

◼ 延べ宿泊者数は、外国人観光客同様、和倉温泉旅館協同組合が月別・地域別に浴客数を集計している数値

を採用する。また、旅行消費額、来訪者満足度は、石川県が実施している観光アンケートのデータを活用する。

◼ 石川県が実施している観光アンケートのデータは、石川県観光データ分析プラットフォーム「Milli（ミリー）」で随時

更新されている。七尾市・中能登町の施設では、2025年（1/1～11/12）に806件のアンケートが回答されて

いるなど十分な回答量が確保されており、まずはこうした既存のアンケート結果の分析から着手すべきと考える。

●和倉温泉の旅館協同組合が集計している日本人浴客数（2025年度分） ●七尾市・中能登町における石川県観光アンケートの
登録施設数（2025年10月現在）



72KPIの算出方法（来訪者数の平準化率）

第5章：アクションプランを実行するための推進体制

◼ 観光庁の新ガイドラインでは、来訪者数の平準化率を「年間来訪者数における閑散期（連続する3か月）の来

訪者数の割合」と定義し、旅行消費額に伴って計測する月次の延べ来訪者数をもとに算出するとしている。

◼ ななお・なかのとDMOにおいては、和倉温泉旅館協同組合が収集する和倉温泉の月次の浴客数を基に、来訪

者数の平準化率を算出する。

2017年の平準化率（閑散期：4～6月）：185,866人／827,651人 ＝22.5%
2018年の平準化率（閑散期：4～6月）：191,851人／854,731人 ＝22.4%
2019年の平準化率（閑散期：5～7月）：182,583人／803,295人 ＝22.7%

●和倉温泉の月別の日本人浴客数・外国人浴客数のグラフ（2017年～2019年）



73KPIの算出方法（安定財源確保率）

第5章：アクションプランを実行するための推進体制

◼ 観光庁の新ガイドラインでは、安定財源を「特定財源」、「自治体からの受託事業」、「会費」、「具体的な使途が

決まっていない又は長期に渡って支出が確定している行政からの交付金・負担金」、「収益事業」と定義し、「安定

財源／全体収入＝安定財源確保率」として計測することとしている。

◼ 第4章で獲得を目指すとした観光庁の補助金は「安定財源」に含まれていないことから、ななお・なかのとDMOが

今後も安定的にインバウンド施策に取り組むためには、安定財源の確保に向けた議論に着手する必要がある。

【出典】観光庁「観光地域づくり法人によるKGI・KPI計測に係る手引書」



74DMOの安定財源・自主財源の確保に向けた議論の方向性

第5章：アクションプランを実行するための推進体制

◼ DMOが安定財源を確保する方向性としては、①宿泊税を始めとした特定財源の確保、②市町が所有する施設

の指定管理の受託拡大、③行政負担金や民間からの会費収入の増加、④物販など収益事業の拡大、⑤七尾

市・中能登町以外からの受託事業の獲得などが考えられる。

◼ こうした安定財源の確保に向けた議論とは別に、プロジェクト単位で資金を集める方法として、クラウドファンディング

等のデジタルツールを活用し、自主財源を確保することも有効であると考えられる。

【出典】観光庁「観光地域づくり法人(DMO)における自主財源開発手法ガイドブック」

●宿泊税の導入状況（2025年10月1日現在）
【都道府県：3団体】
東京都、大阪府、福岡県

【市区町村：11団体】
京都市、金沢市、俱知安町、福岡市、北九州市、長崎市、ニセコ町、
常滑市、熱海市、高山市、下呂市

【今後施行予定：27団体】
北海道、札幌市、函館市、小樽市、旭川市、釧路市、帯広市、北
見市、網走市、富良野市、音更町、新得町、留寿都村、占冠村、
弘前市、宮城県、仙台市、那須町、湯河原町、軽井沢町、阿智村、
白馬村、岐阜市、鳥羽市、松江市、広島県、熊本市

安定財源

特定財源
自治体からの
受託事業

会費・
行政負担金

収益事業

【方向性】
⚫ 宿泊税などの
観光関連の税
を新たに導入。

【方向性】
⚫ 指定管理料の
引き上げ

⚫ 新たな施設の
管理受託

【方向性】
⚫ 行政負担金の
引き上げ

⚫ 新たな会員の
獲得

【方向性】
⚫ お祭り会館や
観光案内所に
おける物販

⚫ 七尾市・中能
登町以外から
の受託事業

【安定財源・自主財源確保に向けた議論の方向性】

※その他、クラウドファンディングなどプロジェクト単位での自主財源確保を検討。
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第5章：アクションプランを実行するための推進体制

◼ インバウンド誘客は地域に大きな経済効果をもたらし、地域の活力維持に寄与する一方で、地域住民の生活に

配慮しない形で観光振興を進めてしまうと、観光に対して地域住民の間でネガティブな感情が高まり、観光産業

の持続可能性にも大きな影響を与えることが懸念される。

◼ 北米のDMOの多くでは、地域住民の生活や持続可能性に対して、行政ではなくDMOが責任を持つスチュワード

シップ（Stewardship）の考えに基づいた運営が行われている。ななお・なかのとDMOが世界の旅行トレンドを

意識したインバウンド誘客を進めるにあたり、DMOの基本姿勢として、スチュワードシップの考え方を持つことが必要

であると考える。

【出典】トラベルボイス 日本観光振興協会 最明理事長コラム（2025.6.26掲載）

⚫ 日本観光振興協会では、DMOによる
地域の合意形成をサポートするため、
観光地域の診断ツール「Destination 
NEXT」を提供。

⚫ 地域で観光に関わる幅広い関係者を
対象にアンケートを実施し、観光と地域
に対する意識を可視化する。
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第5章：アクションプランを実行するための推進体制

◼ アクションプランに関連して設定するKPIについては、観光庁の新ガイドラインに合わせて、「旅行消費額/1人あたり

旅行消費額」、「延べ宿泊者数」、「来訪者満足度」とする。

◼ KPIの計測にあたっては、既存の集計数値（和倉温泉の月別・国籍別の浴客数）を活用しつつ、既存のデータ

では対応できない部分については、和倉温泉の各旅館、七尾駅・和倉温泉駅の観光案内所において外国人を

対象としたアンケート調査を実施し、必要なデータを収集することとする。

◼ インバウンド誘客には一定の財源が必要であるため、財源確保に関する議論を関係者間で進める必要がある。

◼ DMO運営にあたっては、地域住民の生活や持続可能性に責任を持つ（スチュワートシップ）姿勢が重要である。

インバウンド誘客におけるななお・なかのとDMOの観光ビジョン【第3章で設定】

「インバウンド誘客を通じて里山里海を核とした能登の魅力を世界に伝え、次世代に継承する」

インバウンド誘客における七尾市・中能登町の現状・課題【第4章で整理】
①：震災による宿泊客の受入余力の縮小
②：外国人観光客からの認知不足
③：インバウンドに対応したコンテンツの不足

インバウンド誘客に向けたアクションプラン【第4章で策定】

前期（2026～2027年度）と後期（2028～2030年度）に分けて、
現状・課題からビジョンに到達するための具体的施策と実施方法を策定。

アクションプランを実行するための推進体制
【第5章で策定】

①：アクションプランに関連するKPIの設定
②：設定したKPIの計測方法の検討
  （外国人観光客を対象にアンケートを

 実施）
③：DMOの安定財源・自主財源の確保

に関する検討
④：インバウンド誘客を進める際にDMO

が大切にすべき考え方

【観光ビジョンとアクションプラン・推進体制の関係性】



Thank You!!
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